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年度 年度

※複数の港湾を有する事業にあっては、港湾ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

（２）使　用　料　体　系

※施設区分の中で複数の使用料体系がある場合には、それぞれの内容を分けて記載すること。
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※各項目の単位を明記すること

策 定 日 （ 中 間 見 直 し ） ： 2026(令和8)

計 画 期 間 ： 2021(令和3) ～ 2030(令和12)

釧路市港湾整備事業経営戦略

団 体 名 ： 釧路市

事 業 名 ： 港湾整備事業

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
・上屋、オープンヤード、荷役機械、水面貯木場の管理

・船舶給水作業

 イ　指定管理者制度 該当する事項はありません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 該当する事項はありません。

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
一部適用 事 業 開 始 年 月 日 1950(昭和25)年4月1日

職 員 数
4　人

（ほかに会計年度任用職員1人）

港 湾 区 分

（ 重 要 港 湾 等 ）
重要港湾

(b/c)%

上 屋 1㎡・月 570円 540円 106% 510円 106%

使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

　使用料体系は下表のとおりです。

　使用料の設定に当たっては、使用料収入で修繕費・人件費・減価償却費等の費用と当該施設の整備に係る企業債の償還を

賄うことを基本としつつ、他港との競争を見据え、他港における使用料設定を勘案して設定しています。

施設区分 現行（a） 前回(b)
改定率

前々回(c)
改定率

使用料区分 (a/b)%

108%

石 炭 荷 役 機 械

（ 附 帯 施 設 を 含 む ）
1基・月 9,447,000円 472,000円 2001% 15,331,000円 3%

オ ー プ ン ヤ ー ド 1㎡・月 75円 70円 107% 65円

ガ ン ト リ ー ク レ ー ン

（ 附 属 設 備 を 含 む ）
1基・1時間 46,500円

船 舶 給 水 施 設

1㎥ごとに・夏期 575円 557円 103% 465円

ただし、総給水量が15㎥未満の場合には、15㎥とみなします。

水 面 貯 木 場

（ 閉 鎖 ）

120%

1㎥ごとに・冬期 863円 836円 103% 698円 120%



（３）現在の経営状況
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ア．投資

イ．財政

年 間 取 扱 貨 物 量

※過去３年度分を記載
1,015,732トン 956,472トン 996,297トン

経 常 収 支 比 率

※過去３年度分を記載
102.9％ 125.1％ 110.4％

経 費 回 収 率

※過去３年度分を記載
101.6％ 123.4％ 108.6％

年間船舶乗降旅客数

※過去３年度分を記載
- 人 - 人 - 人

年 間 使 用 料 収 入 額

（ 税 込 み ）

※過去３年度分を記載

506,289,235円 489,944,510円 540,497,418円

企 業 債 残 高 対

料 金 収 入 比 率

※過去３年度分を記載

94.4％ 132.4％ 166.9％

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

他 会 計 補 助 金 比 率

※過去３年度分を記載
- ％ - ％ - ％

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 率

※過去３年度分を記載

84.5％ 84.1％ 83.4％

・「経常収支比率」、「経費回収率」ともに、2023(令和5)年度に大きく上昇していますが、これは当該年度に石炭荷役機械の減価償却が終了し経常費用が前

年度比で大幅に減少した一方、翌2024(令和6)年度に上屋の解体費負担金があったことで経常費用が再び大きく増加したことによります。

①港湾整備事業全体分析

　「年間取扱貨物量」と「年間使用料収入額」について、2023(令和5)年度に大きく減少した要因は、同年度から順次西港区上屋の改修に着手したことに加え、

外貿定期コンテナ船が週2便から週1便に減少したことによるものです。一方、2024(令和6)年度に大きく増加に転じた要因は、同年度から石炭荷役機械の使用

料を増額したことに加え、内貿定期コンテナ船が新規就航したことによるものです。

　その他分析指標のうち、「経常収支比率」、「経費回収率」、「他会計補助金比率」、「企業債残高対料金収入比率」は財務の健全性を表します。また、「有形

固定資産減価償却率」は資産の老朽化度合いを表します。

　ここでは、港湾整備事業の現状を適切に把握するために、「投資」「財政」の両面から以下のとおり評価指標を追加して分析を実施しました。分析に当たっては、

他団体（2023(令和5)年度地方公営企業年鑑に掲載されている法適用団体である、東京都、大阪市、神戸市、室蘭市、根室市、名古屋港管理組合）の

港湾整備事業との比較を行うこととし、同年鑑から入手可能な財務情報を利用しました。なお、明らかにデータの欠損等が疑われる数値、特殊要因から異常値が

生じていると考えられる数値については除外しています。

施設の更新・改修

・「有形固定資産減価償却率」は過去3年間でほぼ横ばいとなっております

が、他団体平均と比較して数値が高い状況であり、保有する資産の老朽化

が進んでいることから、今後の更新・改修計画を策定する必要があります。特

に主要な資産である上屋の更新・改修には多額の資金が必要となることか

ら、計画的に取り組む必要があります。

投資の効率

・「総資産利益率（ROA）」は他団体平均と比較して、高い水準となって

います。

施設の利用率

・使用料収入ベースでの「施設利用率」は、他団体平均と比較して高くなっ

ています。

・年間最大使用料収入可能額の範囲で、実現可能な水準まで利用率を

引き上げることで更なる収益の確保が可能となります。

企業債償還

・「企業債残高対料金収入比率」は、他団体平均より低い水準となっていま

す。しかし、上屋の改修等の財源に企業債を活用しているため、過去3年間

で増加傾向にあります。

・「債務償還年数」は他団体平均と比較して、短い年数となっています。企

業債残高の水準と比べ、業務キャッシュ・フローが良好であると考えられます。

経常収支

・「経常収支比率」は、健全な水準とされる100％は超えているものの、他

団体平均と比較して低位であり、今後収益性の向上が望まれます。

分析指標 指標の説明 分析観点 算定式

経常収支比率
経常収益によって経常費用
がどの程度賄えているかを表
す指標です。

単年度の収支が黒字であることを示
す100%以上であることが望ましいと
考えられます。

経費回収率
営業収益で回収すべき経費
を、どの程度営業収益で賄え
ているかを表す指標です。

100%以上であることが望ましく、下
回っている場合には費用の削減の
検討が必要となります。

他会計補助金比率

経常費用が一般会計からの
繰入金等によってどの程度賄
われているかを表す指標で
す。

公営企業は独立採算制を求められ
ていることから、数値が低いことが望
ましいと考えられます。

有形固定資産減価
償却率

償却対象である有形固定資
産の減価償却がどの程度進
んでいるかを表す指標です。

資産の老朽化度合を示し、数値が高
い場合には施設更新の検討を行うな
どが考えられます。

総資産利益率
（ROA）

総資産から効率的に経常利
益を生み出せているかを表す
指標です。

数値が高いほうが望ましく、数値が
高い場合は資本に対し効率良く利益
を上げていることを示しています。

施設利用率
最大使用料収入可能額に対
し、どの程度使用料収入があ
るかを表す指標です。

100%に近いほど、施設が限界まで使
用されていることを示しています。

企業債残高対料金
収入比率

営業収益に対する企業債残
高の割合を表す指標です。

経年比較や他団体と比較することに
よって、料金設定や企業債残高が適
切であるかを検討します。

債務償還年数
企業債残高を業務キャッシュ・
フローによって何年で償還で
きるかを表す指標です。

経年比較や他団体と比較することに
よって、料金設定や企業債残高が適
切であるかを検討します。

経常利益
総資産

×100

経常収益
経常費用

×100

企業債残高

業務キャッシュ・フロー

企業債残高
営業収益

×100

 営業収益  の他営業収益
営業費用 営業 費用

×100

他会計補助金
経常費用

×100

減価償却 計額
償却資産の  価額

×100

年 使用料収入額計
年 最大使用料収入可能額計

×100

他団体

平均

施設の更新・改修 有形固定資産減価償却率 84.1% 73.8%

投資の効率 総資産利益率（ROA） 3.2% 1.5%

施設の利用率 施設利用率 57.4% 53.7%

企業債残高対料金収入比率 132.4% 197.9%

債務償還年数 2.1 3.5

経常収支 経常収支比率 125.1% 151.5%

（令和5年度地方公営企業年鑑による分析）

企業債償還

【投資】 分析指標 釧路市

【財政】



②セグメント分析

　港湾整備事業では上屋・オープンヤード・荷役機械の貸付け、船舶給水といった複数の事業を実施しています。これら事業ごとの収支を適切に把握するために、

2024(令和6)年度の決算値を用いてセグメント分析を実施しました。

　セグメント分析では、事業ごとの収益的収入、収支及び資金増減を把握することとし、加えて道内主要港湾（室蘭港・苫小牧港・石狩湾新港・函館港・小樽

港）の使用料水準との比較を実施しました。

　なお、セグメント別の収支及び資金増減を把握するにあたっては、指標となるよう収益的収支・資本的収支ともに決算値より臨時的収支を控除した上で分析を

行いました。また、各事業に直接関連する収支に加えて、間接費等を按分計算により振り分けています。

ア．上屋

収支状況

・収益性が高い状況にあり、使用料も道内主要港湾と比較して高い水準と

なっています。

・他方で、施設の老朽化が進んでおり、2023(令和5)年度から西港区上

屋の改修を進めておりますが、今後も更新・改修等の財源確保が課題で

す。

収支改善施策の検討の方向性

・西港区上屋の改修による長寿命化を進めるとともに、これらに要する財源

確保に努めます。

イ．オープンヤード

収支状況

・収益性は高い状況にあり、使用料は道内主要港湾よりも比較的低い水

準にあります。

収支改善施策の検討の方向性

・オープンヤードの主要施設となるコンテナヤードについては、コンテナ貨物の

取扱量を踏まえ、ガントリークレーンと連動した検討を進めます。

ウ．荷役機械

収支状況

・ガントリークレーンの維持管理費用を使用料によって回収することが困難と

なっており、収益的収支はマイナスとなっています。また、ガントリークレーンの

減価償却費の負担が大きくなっています。ガントリークレーンの使用料は道内

主要港湾と同程度の水準です。

収支改善施策の検討の方向性

・石炭荷役機械については、今後見込まれる解体費用に備えるため、

2024(令和6)年度に使用料の改定を行ったところです。供用開始後20年

を経過したことから、今後も故障等のリスクなく使用していくために必要となる

点検や整備の検討を進めます。

・ガントリークレーンについては、コンテナ貨物の取扱量を踏まえ、コンテナヤー

ドと連動した検討を進めます。

エ．船舶給水施設

収支状況

・売上原価（受水費）を回収できておらず、収益的収支及び資金の増減

はマイナスとなっています。一方、使用料は道内主要港湾と比較して高い水

準となっています。

収支改善施策の検討の方向性

・給水量の維持を前提に、130％程度の使用料の増額改定を仮定すれば

セグメント単独で収支均衡が予測されますが、現実的ではありません。また、

入港船舶にとって必要な港湾施設であることから廃止も困難です。

2026(令和8)年度より水道料金が改定されるため、赤字拡大を抑制し利

用者に負担を求める観点から、使用料の改定を行います。

※一般的な上屋・20㎡あたり・1か月で比較

※総トン数100トン以上の 航船舶・

夏季・20㎥で比較

※荷さばき地・専用使用・20㎡あたり・1か月で比較
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

イ．オープンヤード

・変動要因がないため、横ばいを維持する見込みとしています。

ウ．石炭荷役機械

・定額制の使用料体系ですが、荷役機械本体の解体費回収のため、2024(令和6)年度に改定した使用料を2030(令和12)年度まで維持することを見込んで

います。

エ．ガントリークレーン

・時間貸しのためコンテナ貨物取扱量の変動に伴い使用料収入の増減が見込まれますが、今後の見通しは不確定要素が多いため、横ばいの見込みとしています。

オ．船舶給水施設

・2026(令和8)年度に水道料金が改定されることに伴い、使用料の改定を行います。

取扱貨物量等の見通し

①これまでの推移

　港湾整備事業における年間取扱貨物量は、2018(平成30)年度の2,515千トンから2019(令和元)年度の1,234千トンに半減しました。これは釧路港が国

際バルク戦略港湾に選定され、飼料用穀物の安定的かつ安価な輸入の実現を図るため、2014(平成26)年度から整備を進めてきた水深14m岸壁を擁する国

際物流ターミナルが2018(平成30)年11月に完成し、2019(平成31)年3月に穀物荷役機械の運営が民営化されたことによるものです。

　2019(令和元)年度以降はやや減少傾向で推移しており、2022(令和4)年度は1,016千トン、2023(令和5)年度は956千トン、2024(令和6)年度は996

千トンとなっています。

②今後の見通し

　外貿コンテナ船の定期航路については、ピーク時（2020(令和2)年11月）には週4便まで増加しましたが、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により取

扱量が減少に転じ、2022(令和4)年5月には週1便まで減少しました。コロナ禍後の2024(令和6)年5月には内貿定期コンテナ船が新規就航し、外貿・内貿合

わせて週2便へと増便になったことから、今後、取扱貨物量が増加することも考えられますが、近年において、穀物荷役機械を除いた取扱貨物量に大きな増減がな

いことから、将来の見通しは直近年度と同等を見込んでいます。

使用料収入の見通し

②今後の見通し

　将来の使用料収入は、事業セグメントごとに以下の見通しです。

ア．上屋

・西港区上屋の改修に伴う一時的減少を見込んでいます。

①これまでの推移

　港湾整備事業の使用料収入は、施設の増減や使用料の改定等の影響を受けて増減しつつも、概ね安定的に推移しています。

　上屋については、西港区上屋の改修による収入減少がみられますが、既存施設の稼働率は概ね高水準で推移しており安定しています。

　ガントリークレーンについては、コロナ禍の影響などによる外貿コンテナ船の減便により、コンテナ貨物取扱量も減少傾向にありましたが、内貿コンテナ船の新規就航

などにより、コンテナ貨物取扱量・使用料収入共に増加傾向にあります。

　石炭荷役機械については、石炭荷役を取り巻く将来の環境変化を見据え、2030(令和12)年度末までに荷役機械本体の解体費を回収するため、2024(令

和6)年度10月分から使用料の改定を行ったことから、同年度から大幅に増加しています。
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（３）

②今後の見通し

 

（４）

３．経営の基本方針

施設の見通し

①保有資産の現況

　港湾整備事業が保有する有形固定資産の現況は以下のとおりです。減価償却率を見ると、取得価額全体の約半分を占める上屋が比較的高い値となってお

り、老朽化が進んでいることが分かります。

　西港区上屋計10棟は、毎年度1棟ずつ屋根の張替えや電気設備の更新などの改修を行うことを見込んだ計画とします。

　ガントリークレーンは、長寿命化のために必要なメンテンナンスを実施するとともに、改修方法について検討を進めます。

　船舶給水用の水道メーターについては、使用期限に合わせて定期的な更新を実施していきます。

組織の見通し

　企業会計職員5人のうち、港湾整備事業については4人が従事しており、今後も現行の人数を継続する予定です。このほかに会計年度任用職員1人が従事して

います。

　2024(令和6)年度の1人当たりの給与は約530万円であり、今後は、業務体制の整理及び業務ツールの改良により、業務の合理化・効率化を図り、職員給

与費の抑制を目指します。

　また、今後も円滑に施設の管理運営が行われるよう、ノウハウの継承に取り組むとともに、地方公営企業財務会計研修会等の研修に参加するなど、職員のスキ

ルアップに努めます。併せて、施設管理委託事業者と連携し、業務の合理化や効率化を図ります。

①経営課題の要約

ア．投資

・上屋やガントリークレーンなどの施設の老朽化が進んでおり、事業を継続するにあたり、施設の更新・改修が必要です。

・施設の更新・改修に要する財源の確保が必要です。

イ．財政

・事業の構造上、使用料収入によってコストを十分に回収することが困難な事業セグメントを抱えている中で、事業全体として公共サービスの水準を維持しつつ、原

価と固定費の回収を行うための収益性の改善を行うことが必要です。

②経営の基本方針

　施設の老朽化や財源の確保に適切に対応するために、企業債等を有効活用し、計画的に施設の更新・改修を行い、投資の平準化を図ります。

　施設の再編・長寿命化の取組を継続することによって無駄のない投資を行い、持続可能で安定した事業運営を行います。

　収支状況の改善のために、施設の更新・改修時には使用料体系の見直しによる収入増加策を検討するとともに、経費削減等を通じた効率的な業務運営を行

います。

有形固定資産の現況（2024(令和6)年度末現在） 単位：百万円
 な資産名称   価額 帳簿価額 減価償却 計額 減価償却率  な耐用年数

6,389 1,206 5,183 81.1%
上屋 上屋 6,183 1,128 5,055 81.8% 31
事務所及び公舎 港湾庁舎 206 78 128 62.3% 50

3,089 579 2,510 81.3%
給水施設 船舶給水施設 364 104 260 71.4% 40
オープンヤード コンテナヤード 2,404 458 1,945 80.9% 15
水面貯木場 水面貯木場 314 16 298 95.0% 40
 の他構築物 けい船施設、門扉 8 1 7 93.1% 15

荷役機械、動力電源設備 3,115 327 2,788 89.5% 17
小型乗用自動車 6 0 6 92.3% 5
照明設備 211 16 195 92.3% 18

12,811 2,129 10,683 83.4%
※単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。

　車両運搬具
　工具器具及び備品

計

資産の種類
　建物

　構築物

　機械及び装置



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　2025(令和7)年度に、東港区中央埠頭5号上屋の解体工事費用として1棟あたり135百万円の支出を見込みます。

　また、2025(令和7)～2032(令和14)年度にかけて、西港区上屋8棟の改修工事費用として1棟あたり220～484百万円の支出を見込み、施設の長寿命化

を図るための計画的な投資を適切に実施します。

　また、投資・財政計画には計上していないものの、将来的にコンテナヤードの新規拡張整備やガントリークレーンの改修・更新などの投資が必要になる可能性があ

ります。将来の事業環境によりこれらの追加投資が必要となることが見込まれる場合には、効率的で無駄のない整備計画を策定することで適切に対処します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　計画期間の前半においては、経常利益がほとんど出ない期間が続きました。これは、2020(令和2)年度から石炭荷役機械の使用料を大幅に減額した一方で、

同機械の減価償却（年間約1億円・非現金支出）が2022(令和4)年度まで続いたこと、2024(令和6)年度から2025(令和7)年度にかけて東港区中央埠

頭上屋の解体を行ったこと、2027(令和9)年度までガントリークレーン本体の減価償却（年間約5千万円・非現金支出）が続くことに加えて、順次、西港区上

屋の改修に伴う、減価償却や企業債の利息支払いが開始されるためです。

　計画期間の後半においては、ガントリークレーン本体の減価償却終了に伴い、収支均衡が図られています。

　施設整備（解体を除く）には、企業債を活用する試算としていることから、負担の平準化が図られています。

　資金は増加傾向となっており、資金不足は発生しません。また、投資に伴う企業債の償還原資も確保できる見込みです。

　なお、収支計画策定に当たっては、将来10年間の収支シミュレーションを実施し、計画期間以後の収支及び資金残高にも問題がないことを確認しています。

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
　基本的に現行の使用料水準を維持したうえで、これまでどおり繰入金に依存しない独立採算を維持します。

　施設の更新・改修の財源として企業債を有効活用して財務面の健全性向上を図ります。

ア．使用料

・主要財源となる料金体系については、基本的には現状を維持することを想定し、財源の効率的な活用によって事業の財務的健全性を維持します。

イ．繰入金

・事業の独立採算の確保が見込まれ、一定水準の資金を確保できる見通しであることから、一般会計等からの繰入金は財源として見込みません。

ウ．企業債

・施設の更新・改修等の財源として企業債を有効に活用することによって負担の平準化を図ります。

目 標
　持続可能な事業運営を行うために、施設の老朽化に対応し、解体や長寿命化を見据えた改修を計画的に実施するとともに、

既存の施設を有効活用することで健全な事業運営を行います。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。

　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケ

ジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

ア．職員給与費

・人件費は2026(令和8)年度以降、年間約30百万円を見込んでいます。昨今の物価上昇により人件費も一定の上昇が見込まれますが、業務の合理化や効

率化、継続的な業務の見直しにより抑制を図ります。

イ．管理運営費（委託料を除く）

・港湾庁舎等の維持管理コストを見込んでいます。試算にあたっては、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」における消費者物価上昇率を加味していま

す。

ウ．委託料

・上屋、オープンヤード、荷役機械、水面貯木場の管理等を委託することにより、効率的かつ迅速な対応を行います。また、船舶給水については、使用料収入によ

る十分な収益が見込めないものの、入港船舶にとって必要な港湾施設であることから、これまで通り業務委託により給水作業を実施します。

・試算にあたっては、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」における消費者物価上昇率を加味しています。

エ．減価償却費

・石炭荷役機械の減価償却が2022(令和4)年度まで毎年約1億円、ガントリークレーンの減価償却が2027(令和9)年度まで毎年約5千万円続くほか、上屋の

改修に伴う減価償却費が新たに計上されるものの、耐用年数が到来し償却が終了する上屋もあることなどから、減価償却費は減少傾向に向かいます。一定の資

金保有水準も確保できており、安定的に運営してくことが可能です。

オ．支払利息

・企業債の金利について、経営戦略策定時の金利は年利1.0％を大きく下回っていたものの、昨今の金利上昇局面を踏まえ、2025(令和7)年度以降の借入に

ついては、借入期間により年利2.0％～2.5%に設定しています。

企 業 債 　コンテナヤードやガントリークレーンなどに係る追加的な投資についても、企業債を活用することで財政負担の平準化を図ります。

繰 入 金
　コンテナヤードの新規拡張整備やガントリークレーンの改修・更新が必要となる場合においても、企業債の発行により計画的な資

金繰りを図ることとします。そのため、現時点では繰入金は想定してしていません。

資産の有効活用等による

収 入 増 加 の 取 組
　他会計への貸付けによる利息収入のほか、その他の資金運用についても検討を行います。

投 資 の 平 準 化
　将来の事業環境の変化により、コンテナヤードの新規拡張整備やガントリークレーンの改修・更新などの追加投資が必要となる

可能性がありますが、これらを実施する場合も計画的に投資を行い、一定水準の資金の確保を図ります。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、港湾整備事業（港湾施設の管理運営）と地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管

理）を一体的に運営していることから、別途策定する「地域開発事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全な

事業運営を行います。

使 用 料

　将来的にも、使用料収入で運営費用と施設整備に係る企業債の償還を賄うことを基本としつつ、他港との競争を見据え、他

港における使用料設定も勘案し使用料の設定を行います。

　また、船舶給水施設については、将来的に再度水道料金が改定される場合は使用料の改定を検討します。

職 員 給 与 費 　業務の合理化や効率化により、職員給与費の抑制を図ります。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、港湾整備事業（港湾施設の管理運営）と地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管

理）を一体的に運営していることから、別途策定する「地域開発事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全な

事業運営を行います。

そ の 他 の 取 組

　港湾整備事業会計では、港湾整備事業（港湾施設の管理運営）と地域開発事業（土地造成及び売却、土地維持管

理）を一体的に運営していることから、別途策定する「地域開発事業経営戦略」と連携した取組を進め、会計全体として健全な

事業運営を行います。

委 託 料 　未反映の取組や今後検討予定の取組として特記すべき事項はありません。

管 理 運 営 費 　業務の合理化や効率化による、管理運営費の削減に向けた検討を行います。



５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

【参考】港湾整備事業会計全体（港湾整備事業・地域開発事業）での収支シミュレーション結果

　港湾整備事業会計全体においても、収支の均衡が図られており、資金不足も発生しない見込みです。

経営戦略の事後検証、

改 定 等 に 関 す る 事 項

　PDCAサイクルを適切に運用することを通じて、経営戦略の事後検証を行い、実効性を担保します。

　経営戦略の定期的な事後検証として、各年度の決算確定後には決算値と計画値の比較・検証を行い、必要な改善措置を

実施します。

　また、事後検証を通じて計画との乖離や社会環境の変化を把握し、これらの経営環境の変化が今後の事業運営に重要な影

響を及ぼすと認められる際は、経営戦略の改定を行います。
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様式第2号（法適⽤企業・収益的収⽀） 港湾整備事業　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円，％）
年　　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． (A) 799,379 473,214 465,351 460,612 445,795 491,772 517,533 519,216 519,671 512,660 516,254 520,898
(1) 642,901 473,214 465,351 460,612 445,795 491,772 517,533 519,216 519,671 512,660 516,254 520,898
(2) - - - - - - - - - - - -
(3) (B) - - - - - - - - - - - -
(4) 156,478 - - - - - - - - - - -
２． 5,303 5,751 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009
(1) - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

(2) - 124 - - - - - - - - - -
(3) 5,303 5,627 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009

(C) 804,682 478,965 470,842 466,361 451,790 499,632 524,259 525,225 525,680 518,669 522,263 526,907
１． 779,079 490,324 464,857 444,613 354,736 446,362 588,106 421,404 429,116 438,734 370,740 358,159
(1) 20,538 22,961 22,285 23,253 25,486 26,289 39,618 26,530 26,774 27,020 27,268 27,518

10,248 10,708 10,537 10,530 11,625 11,892 17,347 12,001 12,111 12,222 12,334 12,447
- - - - - - - - - - - -

10,290 12,253 11,748 12,723 13,861 14,397 22,271 14,529 14,663 14,798 14,934 15,071
(2) 454,910 162,632 158,891 138,990 133,242 221,745 326,052 171,860 173,340 220,290 176,345 177,870

3,969 3,991 4,418 4,787 4,282 4,908 6,661 4,672 4,719 4,766 4,814 4,862
9,368 9,991 2,009 26,845 720 2,082 26,453 8,691 8,778 8,866 8,955 9,045

23,540 21,505 20,552 21,387 21,411 21,621 25,103 23,893 23,893 23,893 23,893 23,893
418,033 127,145 131,912 85,971 106,829 193,134 267,835 134,604 135,950 182,765 138,683 140,070

(3) - - - - - - - - - - - -
(4) 303,631 304,731 283,681 282,370 196,008 198,328 222,436 223,014 229,002 191,424 167,127 152,771
２． 23,453 14,017 13,909 8,685 6,413 6,392 15,969 16,163 19,480 29,082 31,458 33,596
(1) 18,113 14,017 11,081 8,668 6,413 6,392 14,916 15,594 18,911 28,513 30,889 33,027

- - - - - - - - - - - -
(2) 5,340 - 2,828 17 - - 1,053 569 569 569 569 569

(D) 802,532 504,341 478,766 453,298 361,149 452,754 604,075 437,567 448,596 467,816 402,198 391,755
(E) 2,150 △ 25,376 △ 7,924 13,063 90,641 46,878 △ 79,816 87,658 77,084 50,853 120,065 135,152
(F) - - - - - - - - - - - -
(G) - - - - - - - - - - - -
(H) - - - - - - - - - - - -

2,150 △ 25,376 △ 7,924 13,063 90,641 46,878 △ 79,816 87,658 77,084 50,853 120,065 135,152
(I) △ 326,624 △ 352,000 △ 359,924 △ 346,861 △ 256,220 △ 312,342 △ 392,158 △ 304,500 △ 227,415 △ 176,562 △ 56,496 78,656
(J) 68,748 186,867 283,939 424,417 549,851 670,088 597,550 809,171 1,051,285 1,179,921 1,330,696 1,478,431

100,105 18,580 15,779 17,207 38,124 51,641 54,346 54,523 54,571 53,835 54,212 54,700
△ 31,357 168,287 268,160 407,210 511,727 577,347 502,104 713,548 955,614 1,084,986 1,235,384 1,382,631

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

(K) 200,173 203,699 173,176 182,127 169,744 126,184 142,251 130,390 161,846 179,672 183,624 200,347
183,477 164,902 148,467 144,598 116,763 97,904 101,934 107,190 138,470 151,467 159,890 176,431

- - - - - - - - - - - -
14,015 36,516 22,188 34,794 50,251 25,380 37,417 20,300 20,476 25,305 20,834 21,016

- - - - - - - - - - - -
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 799,379 473,214 465,351 460,612 445,795 491,772 517,533 519,216 519,671 512,660 516,254 520,898

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - -

(Ｑ) - - - - - - - - - - - -

(R) 799,379 473,214 465,351 460,612 445,795 491,772 517,533 519,216 519,671 512,660 516,254 520,898

- - - - - - - - - - - -

健全化法施⾏令第３条第１項第２号ハに規定する
⼟ 地 評 価 差 額
健全化法施⾏規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 ⼟ 地 収 ⼊ ⾒ 込 額

健 全 化 法 施 ⾏ 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 ⾦ 不 ⾜ 額

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第 22条に よ り 算定 し た
資 ⾦ 不 ⾜ ⽐ 率 (（N）/（R）×100)

⼟ 地 等 売 却 収 益

⼟ 地 等 売 却 原 価

う ち 売 出 ⼟地 （簿 価）
うち未売出⼟地（簿価）

う ち 未 収 ⾦

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 ⾦ ⼜ は 累 積 ⽋ 損 ⾦
流 動 資 産

そ の 他
⽀ 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

動 ⼒ 費

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 ⾦ の 不 ⾜ 額

75.8 58.6 43.8 34.4

地⽅財政法施⾏令第 15条第１項に よ り算定した
資 ⾦ の 不 ⾜ 額
営 業 収 益 － 受 託 ⼯ 事 収 益 (A)-(B)
地 ⽅ 財 政 法 に よ る
資 ⾦ 不 ⾜ の ⽐ 率

(（L）/（M）×100)

10.9 －40.9 74.4 77.3 75.3 57.5 63.5

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち ⼀ 時 借 ⼊ ⾦
う ち 未 払 ⾦

累 積 ⽋ 損 ⾦ ⽐ 率 （ ×100 ）
う ち ⼟ 地 前 受 ⾦

修 繕 費

特 別 利 益
特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 ⽤
⽀ 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

う ち 現 ⾦ 預 ⾦

そ の 他

収

益

的

収

⽀

収

益

的

収

⼊

営 業 収 益
料 ⾦ 収 ⼊

受 託 ⼯ 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 ⾦

他 会 計 補 助 ⾦
そ の 他 補 助 ⾦

⻑ 期 前 受 ⾦ 戻 ⼊

収 ⼊ 計

収

益

的

⽀

出

営 業 費 ⽤



様式第2号（法適⽤企業・資本的収⽀） 港湾整備事業　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． - - - - 300,100 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
- - - - - - - - - - - -

２． - - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -
６． - - - - - - - - - - - -
７． - - - - - - - - - - - -
８． - - - - - - - - - - - -
９． - - - - - - - - - - - -

(A) - - - - 300,100 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000

(B) - - - - - - - - - - - -

(C) - - - - 300,100 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
１． 528,479 21,259 365,401 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

528,479 - - 21,259 365,401 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528
２． 291,307 183,477 164,902 148,467 144,598 115,048 97,904 101,934 107,190 138,470 151,467 159,890

- - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -

(D) 819,786 183,477 164,902 169,726 509,999 481,784 562,424 321,934 592,245 358,470 371,995 380,418

(E) 819,786 183,477 164,902 169,726 209,899 136,184 269,424 101,934 108,245 138,470 151,995 160,418

１． 778,699 183,477 164,902 167,793 176,681 102,844 227,195 81,934 64,149 118,470 131,947 140,370
２． - - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． 41,087 - - 1,933 33,218 33,340 42,229 20,000 44,096 20,000 20,048 20,048

(F) 819,786 183,477 164,902 169,726 209,899 136,184 269,424 101,934 108,245 138,470 151,995 160,418
- - - - - - - - - - - -

(G) - - - - - - - - - - - -
(H) 931,568 748,091 583,189 434,722 590,224 820,776 1,015,872 1,133,938 1,510,748 1,592,278 1,660,811 1,720,921

○他会計繰⼊⾦ （単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

収 益 的 収 ⽀ 分
う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦
う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦

資 本 的 収 ⽀ 分
う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦

資

本

的

⽀

出

利 益 剰 余 ⾦ 処 分 額
繰 越 ⼯ 事 資 ⾦
そ の 他

計

建 設 改 良 費

そ の 他
企 業 債 償 還 ⾦
う ち 資本費平準化債償還⾦
他 会 計 ⻑ 期 借 ⼊ 返 還 ⾦

計

職 員 給 与 費

⼟ 地 買 収 費 ・ 補 償 費
造 成 費

他 会 計 補 助 ⾦
他 会 計 負 担 ⾦

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 ⾦

他 会 計 借 ⼊ ⾦
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 ⾦
固 定 資 産 売 却 代 ⾦
⼯ 事 負 担 ⾦

計
そ の 他

う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦
合 計

資

本

的

収

⽀

補 塡 財 源 不 ⾜ 額 (E)-(F)
他 会 計 借 ⼊ ⾦ 残 ⾼
企 業 債 残 ⾼

資本的収⼊額が資本的⽀出額に
不⾜する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 ⾦

資

本

的

収

⼊

他 会 計 へ の ⽀ 出 ⾦
そ の 他

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる⽀出の財源充当額

純 計 (A)-(B)



様式第2号（法適⽤企業・収益的収⽀） 港湾整備事業会計全体　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円，％）
年　　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． (A) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665
(1) 789,180 608,655 602,649 593,220 576,300 619,740 641,709 643,392 643,847 636,836 640,430 645,074
(2) 122,757 182,228 - 43,533 - 30,510 - 98,591 98,591 98,591 98,591 98,591
(3) (B) - - - - - - - - - - - -
(4) 156,478 - - - - - - - - - - -
２． 5,303 5,773 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009
(1) - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

(2) - 124 - - - - - - - - - -
(3) 5,303 5,649 5,491 5,749 5,995 7,860 6,726 6,009 6,009 6,009 6,009 6,009

(C) 1,073,718 796,656 608,140 642,502 582,295 658,110 648,435 747,992 748,447 741,436 745,030 749,674
１． 901,527 680,207 470,894 493,543 367,900 487,842 608,879 523,431 531,255 540,986 473,106 460,640
(1) 20,538 29,511 27,503 28,761 31,271 32,428 48,941 32,725 33,026 33,329 33,635 33,943

10,248 13,822 13,529 13,613 14,837 15,341 21,894 15,482 15,624 15,767 15,912 16,058
- - - - - - - - - - - -

10,290 15,689 13,974 15,148 16,434 17,087 27,047 17,243 17,402 17,562 17,723 17,885
(2) 455,817 163,778 159,710 140,418 140,621 227,969 337,502 177,554 179,089 226,095 182,206 183,788

3,969 3,991 4,418 4,787 4,282 4,908 6,661 4,672 4,719 4,766 4,814 4,862
9,368 9,991 2,009 26,845 720 2,082 26,453 8,691 8,778 8,866 8,955 9,045

23,540 21,505 20,552 21,387 21,411 21,621 25,103 23,893 23,893 23,893 23,893 23,893
418,940 128,291 132,731 87,399 114,208 199,358 279,285 140,298 141,699 188,570 144,544 145,988

(3) 121,541 182,187 - 41,994 - 29,117 - 90,138 90,138 90,138 90,138 90,138
(4) 303,631 304,731 283,681 282,370 196,008 198,328 222,436 223,014 229,002 191,424 167,127 152,771
２． 55,339 34,659 17,176 10,636 10,646 7,811 16,848 17,834 20,978 30,316 32,541 34,389
(1) 36,727 34,455 14,314 10,524 7,557 7,270 15,795 16,472 19,616 28,954 31,179 33,027

- - - - - - - - - - - -
(2) 18,612 204 2,862 112 3,089 541 1,053 1,362 1,362 1,362 1,362 1,362

(D) 956,866 714,866 488,070 504,179 378,546 495,653 625,727 541,265 552,233 571,302 505,647 495,029
(E) 116,852 81,790 120,070 138,323 203,749 162,457 22,708 206,728 196,215 170,135 239,384 254,646
(F) - - 42,801 - 17 - - - - - - -
(G) - - 17,517 - 24,260 - - - - - - -
(H) - - 25,284 - △ 24,243 - - - - - - -

116,852 81,790 145,354 138,323 179,506 162,457 22,708 206,728 196,215 170,135 239,384 254,646
(I) 230,409 312,199 1,468,553 1,557,276 308,582 196,639 219,347 426,075 622,290 792,424 1,031,808 1,286,454
(J) 5,412,402 5,636,683 2,845,958 3,016,342 3,232,285 3,434,176 3,464,162 3,718,753 3,876,397 4,047,514 4,172,607 4,439,836

100,105 18,722 15,779 17,407 38,340 51,745 54,427 54,668 54,716 53,980 54,357 54,845
3,134,207 3,622,059 834,277 1,045,027 1,240,037 1,416,540 1,443,844 1,788,332 2,036,066 2,298,057 2,512,911 2,869,790
1,651,991 1,469,803 1,469,803 1,427,809 1,427,809 1,398,692 1,398,692 1,308,554 1,218,416 1,128,278 1,038,140 948,002

526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099 526,099
(K) 201,791 3,389,663 269,042 215,439 204,264 126,779 218,946 334,585 239,241 325,267 184,219 200,942

185,043 3,350,382 243,867 177,398 116,763 97,904 178,034 310,790 215,270 296,467 159,890 176,431
- - - - - - - - - - - -

14,055 36,516 22,196 34,806 84,233 25,380 37,417 20,300 20,476 25,305 20,834 21,016
- - - - - - - - - - - -

( I )
(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - -

(Ｑ) 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325 589,325

(R) 1,068,415 790,883 602,649 636,753 576,300 650,250 641,709 741,983 742,438 735,427 739,021 743,665

- - - - - - - - - - - -

収

益

的

収

⼊

営 業 収 益
料 ⾦ 収 ⼊
⼟ 地 等 売 却 収 益
受 託 ⼯ 事 収 益
そ の 他

そ の 他 補 助 ⾦
⻑ 期 前 受 ⾦ 戻 ⼊
そ の 他
収 ⼊ 計

収

益

的

⽀

出

営 業 費 ⽤
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

そ の 他

⼟ 地 等 売 却 原 価
減 価 償 却 費

営 業 外 費 ⽤
⽀ 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

⽀

営 業 外 収 益
補 助 ⾦

他 会 計 補 助 ⾦

⽀ 出 計

経 費
動 ⼒ 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

う ち 未 払 ⾦

当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 ⾦ ⼜ は 累 積 ⽋ 損 ⾦
流 動 資 産

う ち 未 収 ⾦
う ち 現 ⾦ 預 ⾦
う ち 売 出 ⼟地 （簿 価）
うち未売出⼟地（簿価）

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち ⼀ 時 借 ⼊ ⾦

う ち ⼟ 地 前 受 ⾦
累 積 ⽋ 損 ⾦ ⽐ 率 （ ×100 ） －

営 業 収 益 － 受 託 ⼯ 事 収 益 (A)-(B)

－ － －－ － － － －

地⽅財政法施⾏令第 15条第１項に よ り算定した
資 ⾦ の 不 ⾜ 額

－ － －

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第 22条に よ り 算定 し た
資 ⾦ 不 ⾜ ⽐ 率 (（N）/（R）×100)

地 ⽅ 財 政 法 に よ る
資 ⾦ 不 ⾜ の ⽐ 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 ⾦ の 不 ⾜ 額
健 全 化 法 施 ⾏ 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 ⾦ 不 ⾜ 額
健全化法施⾏令第３条第１項第２号ハに規定する
⼟ 地 評 価 差 額
健全化法施⾏規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 ⼟ 地 収 ⼊ ⾒ 込 額



様式第2号（法適⽤企業・資本的収⽀） 港湾整備事業会計全体　投資・財政計画（収支計画）

（単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

１． 145,000 - - - 300,100 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
- - - - - - - - - - - -

２． - - - - - - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -
６． - - 142,827 - - - - - - - - -
７． - - 1,596 - 436 - - - - - - -
８． - - - - - - - - - - - -
９． - - - - - - - - - - - -

(A) 145,000 - 144,423 - 300,536 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000

(B) - - - - - - - - - - - -

(C) 145,000 - 144,423 - 300,536 345,600 293,000 220,000 484,000 220,000 220,000 220,000
１． 682,163 21,259 392,087 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528

- - - - - - - - - - - -
145,035 - - - - - - - - - - -

6,675 - - - - - - - - - - -
530,453 - - 21,259 392,087 366,736 464,520 220,000 485,055 220,000 220,528 220,528

２． 301,909 185,043 3,350,382 243,867 177,398 115,048 97,904 178,034 310,790 215,270 296,467 159,890
- - - - - - - - - - - -

３． - - - - - - - - - - - -
４． - - - - - - - - - - - -
５． - - - - - - - - - - - -

(D) 984,072 185,043 3,350,382 265,126 569,485 481,784 562,424 398,034 795,845 435,270 516,995 380,418

(E) 839,072 185,043 3,205,959 265,126 268,949 136,184 269,424 178,034 311,845 215,270 296,995 160,418

１． 797,985 185,043 1,882,959 167,793 202,931 102,844 227,195 158,034 267,749 195,270 276,947 140,370
２． - - 1,323,000 95,400 32,800 - - - - - - -
３． - - - - - - - - - - - -
４． 41,087 - - 1,933 33,218 33,340 42,229 20,000 44,096 20,000 20,048 20,048

(F) 839,072 185,043 3,205,959 265,126 268,949 136,184 269,424 178,034 311,845 215,270 296,995 160,418
- - - - - - - - - - - -

(G) - - - - - - - - - - - -
(H) 4,748,314 4,563,271 1,212,889 969,022 1,091,724 1,322,276 1,517,372 1,559,338 1,732,548 1,737,278 1,660,811 1,720,921

○他会計繰⼊⾦ （単位︓千円）
年　　　　　度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

区　　　　　分 令和元年度
（決算）

令和2年度
（決算）

令和3年度
（決算）

令和4年度
（決算）

令和5年度
（決算）

令和6年度
（決算）

令和7年度
（予測） 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

⼯ 事 負 担 ⾦
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる⽀出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

⽀

出

建 設 改 良 費
⼟ 地 買 収 費 ・ 補 償 費
造 成 費
職 員 給 与 費
そ の 他
企 業 債 償 還 ⾦
う ち 資本費平準化債償還⾦
他 会 計 ⻑ 期 借 ⼊ 返 還 ⾦
他 会 計 へ の ⽀ 出 ⾦

損 益 勘 定 留 保 資 ⾦
利 益 剰 余 ⾦ 処 分 額
繰 越 ⼯ 事 資 ⾦
そ の 他

計
補 塡 財 源 不 ⾜ 額 (E)-(F)

資

本

的

収

⽀

資

本

的

収

⼊

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 ⾦
他 会 計 補 助 ⾦
他 会 計 負 担 ⾦
他 会 計 借 ⼊ ⾦
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 ⾦
固 定 資 産 売 却 代 ⾦

そ の 他
計

資本的収⼊額が資本的⽀出額に
不⾜する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

他 会 計 借 ⼊ ⾦ 残 ⾼
企 業 債 残 ⾼

収 益 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦
資 本 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦
う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦

合 計

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦


